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１.問題と目的

核家族化が進んだ現代において、乳幼児の育児に取り

組む母親は社会とのつながりを失い、孤立しやすいこと

が指摘されている。さらに、女性の社会進出が進む一方

で、育児・家事の大部分を女性が担っており（内閣府,

2015）、母親の中には孤立感を抱きながら育児負担を抱え

ている者も多くいると考えられる。事実、原田（2010）

は、医療の立場から、検診にくる母親の33％は孤独な状

態にあり、これは20年前の16％より増加傾向にあるこ

とを指摘する。こうした子育てにおける孤立感および育

児負担は、不安や抑うつ症状、そして近年増加傾向にあ

る虐待にもつながりかねない（藤本,2012）。そのため、

乳幼児をもつ現代の母親の特徴を理解し、その特徴に即

した心理的支援を拡充することが求められている。

乳幼児をもつ母親への支援資源としては、夫や近親者、

友人、専門家など様々なレベルがある。しかし、夫の子

育て参画への道のりはまだ遠い現状や、友人や近親者の

存在は個人差が大きいことを踏まえると、母親に安定し

た支援を提供する公的資源が重要である。そこで、本論

考では母親と子どもを取り巻く支援資源として、行政が

提供する地域の子育て支援に着目する。

行政が提供する地域の子育て支援としては、全国共通

の財政支援と、地域の実情に応じた子育て支援事業の二

種類がある。全国共通の財政支援とは、認定こども園・

保育所・幼稚園などであり、これらはいわゆる保育施設

として機能し、主に保育士や幼稚園教諭が携わる。一方、

地域の実情に応じた子育て支援事業13事業の内、代表的

なものとしては、利用者支援事業・地域子育て支援拠点

事業・一時預かり事業・乳児家庭全戸訪問事業・ファミ

リー・サポート・センター事業・放課後児童クラブ・妊

婦健診が挙げられる。この内、乳児家庭全戸訪問事業や

妊婦検診等では保健師や臨床心理士といった専門家によ

る心理的な支援がされている。しかし、2007年に創設さ

れた地域子育て支援拠点事業や、その関連で子ども・子

育て支援新制度より新設された利用者支援事業について

は、乳幼児をもつ母親への心理的な支援が期待されてい

るが、専門家との連携体制は発展途上である。そのため、

これらの事業に焦点を当てた臨床心理学的検討を行う必

要があるだろう。

以上を踏まえ、本論考では、まず乳幼児をもつ母親の

育児ストレスを概観し、女性の社会進出や、核家族化に

よるソーシャルサポートの変化と育児ストレスの関連な

ど、現代の母親の育児にまつわる現状について検討する。

その上で、地域子育て支援拠点事業の現状と課題を整理

し、地域の子育て支援における心理的な支援の可能性に

ついて示唆を得ることを目的とする。

２.乳幼児をもつ母親の育児ストレス

乳幼児期の子どもをもつ母親への地域支援の課題を考

えるには、そうした母親がどのような育児ストレスを有

しやすいか理解することが重要である。そこで、本節で

は乳幼児期の子どもをもつ母親の育児ストレスの要因に

ついて、子ども側の特徴、母親側の特徴の２点から論じ

る。その後、母親の子育て意識や子育て環境に影響を与

えると考えられる専業主婦あるいは兼業主婦であるこ

と、出産休暇中・育児休暇中であることが育児ストレス

に与える特徴について整理する。

育児ストレスの様相

乳幼児期の子どもをもつ母親は、子どもの成長を喜ぶ

と同時に様々な育児ストレスを抱えると言われており、

そのストレス要因について多くの研究が行われてきた。

育児ストレスの要因の一つは子ども側の特徴であり、「激

しく泣く」、「寝つきが悪い」（高田・小倉・谷口,2013）、

「好き嫌いが激しい」（村上・飯野・塚原・辻野,2005）
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など毎日の生活にかかわる乳幼児の気質が育児ストレス

と関連することが報告されている。また、乳児期に気難

しい（初めての人や状況にしりごみしやすい、世話がし

にくいなど）子どもは幼児期にも気難しい（機嫌が悪く

なりやすい、持続性がないなど）傾向があると言われて

おり（水野,1998）、乳児期から幼児期にかけて育児スト

レスが蓄積されていく母親が存在することが考えられ

る。

また、育児ストレスの要因には、母親側の特徴も関連

することが報告されている。これまでに、母親の自己注

目傾向（輿石,2002）や、他者評価を気にし、プレッシャー

を感じやすい傾向、自分から他者を頼ることができない

傾向（東・西村・米田・井上・梅山・宮中・堅田・松井,

2009）などが育児ストレスに影響を与えることが示唆さ

れている。さらに、趣味や地域活動、母親自身の学習活

動の機会を持っている母親は、そうでない母親に比べて

育児不安が低いという結果も得られており（阿部,

2007）、子どもから心理的・物理的に離れることができる

時間を少しでも持てるかということも重要な意味を持つ

と考えられる。

専業主婦・兼業主婦での育児ストレスの特徴

日本では、３歳児をもつ母親の就労率はおよそ7割で

あり、乳幼児期の子どもをもつ母親には専業主婦・兼業

主婦が一定の割合で存在する。それぞれ子育て環境が異

なることから、育児ストレスも異なると考えられ、これ

までにいくつかの研究が行われてきた。職業を有するか

否かは育児ストレスとは関連がない（牧野,1982；高橋,

2007）という研究がある一方で、専業主婦のほうがうつ

状態が多い（田中・倉岡,2003）、就労している母親に比

べて、非就労の母親のほうが育児ストレスを感じやすい

（舟越ら,2003）という報告もある。

なぜ専業主婦のほうが育児ストレスが強いかに関し

て、倉林・太田・松岡・常盤・竹内（2005）では、田中・

倉岡（2003）で指摘されている自由時間のなさ、子育て

にかかわる時間が兼業主婦に比べて長いことを理由とし

て挙げている。先述したように、趣味の時間や学習機会

などをもつ母親は育児ストレスが低い傾向があると言わ

れており、仕事も子育てから心身ともに離れることので

きる時間として機能している可能性が考えられる。また、

村上ら（2005）によると、専業主婦では子育てにおける

経済面の不安、余裕ができる頃に就労できるかどうかと

いう不安を抱えていると言い、専業主婦ならではの不安

があるといえるだろう。このように、専業主婦と兼業主

婦の育児ストレスの差異についてはいまだ明らかになっ

ているとは言えない。倉林ら（2005）では、子どもが成

長するにつれて専業主婦におけるうつ状態の出現率が高

くなると報告されていることから、子どもの年齢を統制

したり、仕事のやりがいなどを考慮したりして、専業主

婦と兼業主婦の育児ストレスの差がどのように生じるか

についてより詳細に検討することが重要だろう。

産後休暇中・育児休業中の育児ストレスの特徴

平成27年度版男女共同参画白書（内閣府,2015）によ

ると、在職中に出産した母親の80％以上が育児休業制度

を利用している。高橋（2007）が乳児を育てる母親に調

査をした結果、産後休暇中・育児休業中の母親は専業主

婦および兼業主婦に比べて育児ストレスが高かった。こ

の結果について高橋（2007）では、産後休暇および育児

休業は育児に専念するために休んでいるという意識があ

り、思い通りに育児できなかった際の葛藤を強く体験す

ることを指摘している。また、同僚と比較して役割の遅

れを感じることや、復帰を意識しながら元の部署に戻れ

るか不安を抱えながら過ごしていることも育児ストレス

に影響しているのではないかと考察されている。的場

（2014）においても、育児休業中の母親に最も多い不安

は「復帰後に育児と仕事の両立ができるか」と報告され

ており、復帰後の不安が負担になっていることが考えら

れる。的場（2014）では、育児休業中の母親の多くが、

育児休業中も職場のことが分かるような情報提供を必要

であると感じており、実際に勤務先から定期的な社内報

の送付や電子メールでの連絡がある場合、復帰後への不

安が低いと答えた人が多かったと示されている。このこ

とから、育児休業を取るかどうかという制度面の問題だ

けでなく、育児休業中に生じる子育てへのプレッシャー

や復職や育児と仕事の両立への不安に対する支援も今後

検討すべき課題と考えられる。

３.育児ストレスとソーシャルサポートの関

連

ソーシャルサポートとは社会関係のなかでやり取りさ

れる支援を指し、その内容により「情緒的サポート」「道

具的サポート」「情報的サポート」「評価的サポート」の

４つに分けられている。特に育児においては、母親が認

知するサポートとして、主に「道具的サポート」と「社

会情緒的サポート」があり、母親が抱える育児ストレス

との関連が指摘されている。先述した通り、女性の社会

進出、核家族化、実家や近隣からのサポートが得にくい

育児環境といった時代背景の変化から、特に現代の母親

は育児において負担や不安を抱えながら子育てをする状

況に面しており、育児中の母親に対するソーシャルサ
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ポートが必要であると考えられる。以下では母親が抱え

る育児ストレスとソーシャルサポートの関係を、①母親

の属性、②子どもの属性、③サポート提供源の３つの視

点よりまとめていく。

母親の属性

先述したように、就労している母親に比べて、非就労

の母親のほうが育児ストレスを感じやすいという報告が

あるが（舟越ら,2003）、無職の母親のほうが受けている

心理的サポートの種類が少ないという報告もなされてお

り（荒木ら,2003）、母親の就労状況とソーシャルサポー

トの量や質に関連があると推測される。また三橋ら

（1999）によると、働く母親については、夫をはじめ周

囲の「情緒的サポート」が多いほど母親としての役割満

足が高く精神的疲労が少なくなること、同じ様な立場や

経験をもつ人よる援助である「経験的サポート」が多い

ほど育児不安が少なかったことから、育児ストレスとの

関連が予測される育児に関する不安や疲労が、もたらさ

れるサポートによって軽減されると考えられる。次に、

母親の出産経験の有無で分けると、初産婦と経産婦では、

心身面の症状としての育児ストレス反応に影響する育児

ストレスの内容やソーシャルサポートが異なることが示

されている（吉永・岸本,2007）。すなわち、初産婦は「親

としての効力感」や「育児についての知識や技術の不足」

が育児ストレスとして強く感じられ、育児ストレス反応

に関連しており、配偶者や他の家族、そして友人からの

サポートがストレス軽減に影響していた。一方、経産婦

では初産婦が感じるストレスの内容に加えて、「子どもの

特性」がストレス反応に強く影響し、配偶者や他の家族

からのサポートがストレス軽減に影響しているものの、

初産婦に比べて育児ストレスやソーシャルサポートがス

トレス反応により大きく影響することが示唆されてい

る。

子どもの属性

育児ストレスに関連する子どもの要因としては、子ど

もの気質的な扱いにくさ（水野,1998）、子どもの出生順

や年齢などがある。中でも年齢について藤田・金岡

（2002）によると、子どもの年齢が上がるにつれて母親

の育児に対する否定的感情認知が高くなるものの、ソー

シャルサポートの認知が低くなるという。つまり、子ど

もの成長に伴って育児に対するストレスが増えるもの

の、ソーシャルサポートが得られにくいと母親が感じて

いているということであり、さらにサポートを受けてい

ると母親が感じている程度が育児ストレス反応に影響を

与えているということであった。また、ソーシャルサポー

トのなかでも子どもの年齢によって特に求められるサ

ポートの内容が異なり、４カ月児の養育者には、「精神的

サポート」と「育児ヘルプ」が、１歳６カ月児の養育者

には「居場所作り」が重要であることが示唆されている

（寺島・原口,2003）。これらのことから、子どもの発達

段階に応じてソーシャルサポートのニーズは変化してお

り、現状では子どもの状況に応じて求められるサポート

が必ずしも提供されていないと考えられる。

サポートの提供源

ソーシャルサポートの提供者の違いと育児ストレスの

関連については、親族・専門家からのサポート量が多い

と育児についての母親の状況認知に関するストレスが低

く、夫・親族・友人からのサポート量が多いと子どもの

行動や状態に関連するストレスが低くなる（中村・高橋,

2013）ことが示されている。また、単にサポートが提供

されればよいということではなく、そもそも育児ストレ

スが高いとサポート効果が表れにくく、またサポート対

象との葛藤の程度が、育児ストレスの軽減や、サポート

の効果に影響を与え（難波・田中,1999）、子どもの問題

行動に対する不安が高くても夫の親との関係が良好であ

れば精神的健康はある程度良好に保たれ、母子のずれと

いう育児ストレスが高くても夫とのコミュニケーション

が良好であれば精神的健康がある程度良好に保たれる

（今村・高橋,2004）という。つまり、サポートの量だ

けではなくサポート提供者との良好な関係性のうえに、

母親がサポートを受けていると感じられるかどうかが重

要であると考えられる。さらに、育児期の母親が受ける

ソーシャルサポートの提供者は主に配偶者と母親といっ

た近親者でであったが、専門職への心理的・物理的サ

ポートのニーズが高い（荒木ら,2000）ということが報

告されており、具体的には、ストレスの低い母親は保母

からの心理的サポートを受けていたが、ストレスが高い

母親は保健士のサポートを希望しているという結果から

は、母親の抱えるストレス状況や内容によって、どのよ

うな専門職からのサポートを必要としているかが異なる

ということが推測される。

以上より、育児ストレス軽減にはソーシャルサポート

が求められているが、それは画一的なものではなく、母

親の年齢や生活状況、子どもの年齢や発達段階など、状

況や条件によって異なると考えられる。また、ソーシャ

ルサポートは配偶者や実家といた身近な人からのサポー

トから、専門家のサポート、地域のサポートと様々なレ

ベルがあり、どの段階のサポートがどのように提供され

ると効果的かということは、同様に育児の状況によって

異なるため、より広い養育環境としてのソーシャルサ

ポートを検討していく必要があるだろう。次項では、ソー
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シャルサポートの中でも、母親と子どもを取り巻く環境

としての地域子育て支援について概観していく。

４.地域の子育て支援について

幼稚園・保育所以外の子育て支援サービスの利用状況

について、表（2013）は７割近くが利用したことがない

という報告をしている。全国規模での利用率に関する調

査はなされていないので正確な数字は定かではないが、

幼稚園・保育所以外の子育て支援サービス、つまり、前

述した「地域の実情に応じた子育て支援事業」の利用は

十分でない現状があるといえる。本稿では、なぜ「地域

の実情に応じた子育て支援事業」の利用率が十分でない

のか、その背景について検討する。中でも近年その役割

が期待されている地域子育て支援拠点事業について、利

用者・スタッフ双方の目線を踏まえながら、考察を深め

ることとする。

地域子育て支援拠点事業とは

地域子育て支援拠点事業（以下、拠点事業）とは「地

域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠

点の設置を推進することにより、地域の子育て支援機能

の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健

やかな育ちを支援することを目的とする」事業である。

具体的には、親子同士が支え合いながら子育てができる

ように地域の親子が集える場所（以下、「ひろば」）を提

供して、その交流を支えている。また、拠点事業は子育

て家庭の暮らしが営まれる地域の中で「ひろば」を提供

していることから、子育て家庭とのつながりだけでなく、

地域の多様な人々や活動、専門施設とのつながりも有し

ている（橋本ら,2015）。平成26年度時点で、全国では

6538拠点にて展開し、広がりを見せている。

拠点事業を利用するメリットとして中谷（2014）は、

母親の育児負担の軽減、育児情報の取得と活用、仲間作

りにつながることを示している。また、角張・小池（2013）

は拠点事業利用による効果として、不安感や孤独感の低

減は勿論、親の「子ども・子育て」に対する認識の変化

もあげている。

一方で、拠点事業の利用に関しては二点問題があると

考える。まず一点目としては、この拠点事業を利用でき

ない又はしない「非利用者」の存在である。利用者と非

利用者の違いについて、利用者は色々な支援の場に出か

けていく一方で、非利用者はどこにも行かないという二

極化現象がある、つまり非利用者は子育てに関する支援

を全体として得にくいことが指摘されている（神田・山

本,2001）。この非利用者こそ、支援が必要であるとする

見方もあり（香崎,2014）、非利用者を支援につなぐため

にも、非利用者の特性や非利用に至る原因を明らかにし

ていく必要がある。二点目は、拠点事業の利用が、必ず

しも母親の育児不安や負担軽減に寄与していないという

問題である。前述のように、拠点事業の利用は子育て支

援として効果的であるとする見方がある一方、神田ら

（2001）は、拠点事業を利用したとしても母親の子育て

や生活全体の不安やイライラ感にはあまり影響しないこ

と、加えて母親の育児不安の軽減に寄与しない拠点事業

の存在も指摘している。このように、拠点事業利用の効

果については一貫した回答が得られていない。

そこで次項では、非利用者の存在と、拠点事業利用の

効果の不確実性というこの２つの問題について、考察す

る。非利用者と利用者の比較とスタッフの専門性に関す

る考察を通じて、拠点事業に対するニーズと実際の支援

とのギャップを今一度見直し、今後拠点事業に求められ

る支援について示唆を得ることとする。

拠点事業の非利用者・利用者の比較を通じて

⑴ 非利用者

まず、非利用者の特性として、非利用者は利用者と比

べて、外出に対する積極性が低く、「内気」「恥ずかしが

り」「引っ込み思案」といった人との関わりが苦手な人が

多いことが示されている（加藤,2002）。非利用の背景に

はこのような、元来の親の性格傾向も影響していると考

えられる。

次に非利用に至る要因としては、「情報周知の不十分

さ」「立地条件」「ニーズの不合致」「対人関係」が主に挙

げられている。まず、「情報周知の不十分さ」とは、支援

施設に関する情報が不十分なために、利用につながらな

いということである。このことについて、認知状況が低

いほど、利用が十分でない拠点事業の存在すること（加

藤,2002）、また個人的なネットワークから子育てに関す

る情報を得にくい母親の存在（中谷,2001）が指摘され

ている。他にも、子育て支援事業の窓口利用について、

事業情報を認知していた母親の方が認知していなかった

母親より今後の利用を意図する傾向が高い（猿飛,2004）

という報告もあり、母親への拠点事業の周知が重要と言

える。次に、「立地条件」とは自宅と拠点事業との距離を

示す。神田ら（2001）は、拠点事業までの所要時間が「20

分から29分」までが利用と非利用の分岐点としている。

阿部・若林（2015）の研究でも「自宅からの近さ」を施

設利用の理由として挙げられていることは、利用に至る

上で重要な要素であることを示唆している。一方、距離

だけでなく、「駐車場がない」「遠い」「利便性が悪い」と

いった意見もあり、ハード面での整備も求められている。
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三つ目に挙げられた「ニーズとの不合致」には二つの側

面がある。一つは、家族などのソーシャルサポートがあ

り、外出する場所やその情報を既に持っている、つまり

利用するニーズがないグループがいることである（尾木,

2006）。もう一点としては、非利用者の中には、保護者の

就労・子供の就園にともない生活形態が変化したことに

より、利用時間が合わなくなったという層がいることで

ある（香崎,2012）。四つ目の「対人関係」については、

就園児の保護者に比べて未就園児の保護者は、子育て支

援施設での対人関係を気にする場合が多く、対人関係を

理由に利用しなくなる人あるいは最初から利用していな

い人が多いと指摘されている（香崎,2012）。以上のよう

に、拠点授業の非利用に至る要因は様々であるが、非利

用者の中には利用したくてもできない人の存在がいるこ

とからも、設備面での環境整備や、利用に至るまでの障

壁をなくす工夫が必要であるといえる。

⑵ 利用者

利用者が拠点事業に求めていることについて、石川県

かほく市における拠点事業の利用に関する報告で阿部・

若林（2015）は、閉じこもり予防、親子の友達づくり、

ストレス解消を利用理由としてあげた。特に専業主婦は、

地域の人の目や世の中から取り残されることへの不安を

抱いていることが利用につながったとしている。また、

小金井市民を対象とした子育て支援サービスの利用状況

を調べた田村ら（2003）によると、自分の病気・入院・

通院などや、買い物やスクールなど母親自身がリフレッ

シュする時間を確保するための利用が６割を超えたとの

ことだった。一方で、近藤（2012）は、リフレッシュ機

能だけでなく、母親自身がそれぞれの特技（たとえば裁

縫や事務作業など）を生かして、拠点事業で活動をする

ことを通して自分らしさを模索しているとする。つまり、

拠点事業には、母親の自己実現の場としての機能も求め

られているといえるだろう。

こうした利用者のニーズを考える上では、母親の就労

形態も重要な点である。表（2013）は母親の就労状況に

より利用する支援内容が異なることを報告しており、一

時保育・ファミリーサポートはパートタイマー、子育て

講座・子育て相談は無職、病後児保育はフルタイムの保

護者の利用が多かったという。ここから、母親の育児環

境と求められる子育て支援内容のニーズの多様性が窺え

る。地域の子育て支援事業利用者の７割が専業主婦であ

る（角張・小池,2013；田村ら,2003）ことを踏まえる

と、拠点事業としては、まずは従来の利用者である専業

主婦を中心としたニーズを組みつつ、地域の個別性や母

親の就労形態を踏まえた支援が求められる。加えて、今

後増えるとされる産休・育休中の女性や、男性をサポー

トする視点を忘れないことが重要だろう。ここまで、非

利用者・利用者の拠点事業へのニーズを整理してきた。

次項では、拠点事業の中でも重要な役割を果たすスタッ

フの専門性について、検討する。

拠点事業スタッフの専門性

拠点事業の従事者の役割として「地域子育て支援拠点

事業における活動の指標『ガイドライン』」（一般財団法

人子ども未来財団,2009）では、①温かく迎え入れる②

身近な相談相手であること③利用者同士をつなぐ④利用

者と地域をつなぐ⑤支援者が積極的に地域に出向く、の

５点を上げている。しかし、現状として、「情報周知不足

（活動内容が知られていない）」「職員の力量（保育の知

識や技術、および地域の実情の知識も必要。また連携方

法も不透明）」「外的要因（職員の体制や活動場所の確保

といった、活動の前提条件となる体制が整っていないこ

と）」といったことに従事者自身、困難を感じていること

を香崎（2014）は報告している。同時に、保持する知識

や技術では対応しきれない現状に対して、より専門的な

ソーシャルワークの知識、技術が必要であるという。ま

た、星ら（2014）によると、支援職の資質として、人間

性やものの見方に加え、カウンセリングやコミュニケー

ション技術、広範囲の知識等など、幅広く高度な能力を

要すると、支援者自身が考えているとのことだった。こ

こから支援者は、より具体的かつ専門的な技術獲得を望

んでいる現状が窺える。一方、支援を希望する親が支援

者に求めるものとしては、専門家としての態度（知識・

技術も含む）と親の立場にたって共感してくれる理解者

の両側面であると汐見・峯村（2006）は指摘する。つま

り、支援者はカウンセリングやソーシャルワークといっ

た専門的な知識と同時に、親が安心できる環境づくりと

対応に向け、親のニーズへの感受性が求められている。

以上のように、支援者自身そして保護者はスタッフに

対して幅広い知識と専門的な技術を望んでいるが、ス

タッフの資格としては、「元保育士」「保育士」「元教諭」

が多く（友田ら,2008）、支援職の大半は保育職（大谷ら,

2005）といった指摘に代表されるように、拠点事業の支

援者は保育の観点が中心になっているのが現状である。

しかし大豆生田（2013）は、保育者の専門性はこれまで＜

保護者―子ども＞関係の中で構築されてきたため、保護

者や家族を支援することの専門性を習得しているとは言

い難いとした上で、地域の関係機関や他の専門職との連

携の重要性を指摘する。今後は、星ら（2014）も述べて

いるように、保育の観点のみならずソーシャルワークと

いう社会福祉的観点や、カウンセリングという精神保健
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的な観点と知識が統合された広い視野が要求される。そ

のためには支援職が、保育職だけでなく、福祉分野、精

神保健分野あるいはその他の複数の職種からなるチーム

を作り、互いの異なる観点から学び合い、保護者を子育

てに参画する主体となる専門性（近藤,2012）が求めら

れる。

利用者支援事業について

最後に、拠点事業と関連をもち、2015年4月子ども・

子育て支援新制度よりスタートした利用者支援事業につ

いて述べる。この利用者支援事業とは、拠点事業のうち、

「地域機能強化型」の流れを汲み、創設された事業であ

る。事業の目的としては、課題を持つ個別の子育て家庭

に対する利用支援を入口として、個別支援が効果的に機

能するよう、地域資源のネットワーク化や社会資源の開

発等の地域資源へ働きかけることである。つまり、子ど

もと保護者が、必要とするサービスを身近な場所で円滑

に利用できるように、情報提供や相談支援、機関連携、

地域支援を総合的に行う事業である。

この利用者支援事業には、利用者支援専門員という「利

用者と地域の子育て資源、又各子育て資源間のコーディ

ネート」と「地域の子育て資源について深い理解や関係

者との密な関係構築」を果たす専門職が配置される。こ

の利用者支援専門員には、まさに前述したような保育・

福祉・精神保健分野の統合的な専門知識が求められてお

り、今後その役割についての報告が待たれるものである。

５.まとめ

本論考では、母親の抱える育児ストレスというミクロ

な視点と地域の育て支援というマクロな視点それぞれに

ついて検討してきた。前述したように、育児ストレスの

様相や支援のニーズへは、母親の就労状況、子どもの年

齢などに応じて多様さを極めており、それぞれの状況を

考慮した社会的な支援が必要だろう。また、社会におけ

る子育て支援として、本論考では地域子育て支援拠点事

業に注目した。拠点事業の現状としては、量・質共に拡

充が求められており、特に、支援者側の専門性を保つた

めには、保育・福祉・精神保健といった多職種が連携す

る必要がある。加えて、臨床心理学な観点から心理的サ

ポートも期待される。ただし、最も忘れてはならないの

は、松永（2005）が述べるように、「親が主体的に子育て

をすることを援助すること」が地域子育て支援の役割で

あるということである。それぞれの専門性を活かしなが

ら、親が主体的に子育てに取り組める支援について今後

も検討していく必要がある。
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